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Ⅰ 予算案の概要 
 

＜令和８年度予算案総括表＞ 

 

（単位：百万円） 

 
７年度 

予算額 

８年度 

予算案 

比較 

増減額 

個人情報保護委員会 

合  計 
4,152 3,573 △ 579 

１．個人情報保護法の円滑かつ適切

な運用等 
201 198 △ 3 

２．個人情報及び特定個人情報の取

扱いにおける安心・安全の確保 
369 343 △ 26 

３．国際連携の強力な推進 230 207 △ 23 

４．デジタル社会における個人情報

リテラシーを高めるための広

報・啓発 

147 147 0 

５．個人情報保護委員会の運営等 3,205 2,679 △ 527 

【参考】 

庁舎移転による影響を除いた額 

（注２） 

3,316 3,494 177 

注１）四捨五入の関係で計数は必ずしも一致しない。 

注２）7年度予算額から工事費、移転費、現庁舎賃借料及び新庁舎管理費等（計 836 百万

円）を除き、8年度予算案から新庁舎管理費等（計 79 百万円）を除いたもの。 

注３）政府情報システム経費 947 百万円（7年度予算額）、1,098 百万円（8年度予算案）

は、デジタル庁に一括計上。 

  



２ 

 

区  分 
令和７年度 

予 算 額 

令和８年度 

予 算 案 

比 較 

増 減 額 
増減率 

個人情報保護委員会 

関 係 予 算 
4,152 百万円 3,573 百万円 △579 百万円 △ 14.0％ 

【参考】 

庁舎移転による影響

を除いた額 

3,316 百万円 3,494 百万円 177 百万円 5.3％ 

 

 

１．個人情報保護法の円滑かつ適切な運用等     198 百万円（3 百万円減）  

   個人情報等を取り扱う各主体における個人情報保護法の円滑かつ適切な運用

を確保するための各種施策に取り組む。 

令和２年改正法※附則第10条の規定を踏まえた個人情報保護法の改正案につ

いて、「経済財政運営と改革の基本方針2025」等を踏まえ、早期の国会提出を目

指す。 

   また、AI の急速な普及を始めとした技術革新等に伴う個人情報等を取り巻く

新たな課題に対応するため、国内外における個人情報等の保護・利活用に関す

る動向や関連する技術に関する動向等を的確に把握し、外的環境の変化に即応

した個人情報保護制度の今後の運用や見直し等につなげる。 

◇ 民間事業者における個人情報等のデータガバナンスを確保するための方策

の検討 

◇ 個人情報等の取扱いに関する相談への適切な対応及びAI等の最新の技術活

用に伴う個人情報等への影響やリスクの状況の実態把握 

◇ 個人情報等の適正な取扱いに関する諸外国の法制度や、個人情報等を取り

巻く最新の技術や産業の動向把握 

◇ 民間事業者の自主的な取組を促進するための研修会等の実施 

                                 等 

 ※個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律（令和２年法律第 44号） 

                                    

  



３ 

 

２．個人情報及び特定個人情報の取扱いにおける安心・安全の確保 

                          343 百万円（26 百万円減）  

   個人情報及び特定個人情報が適正に取り扱われることにより、国民の安心・

安全が確保されるよう、効果的かつ効率的な監視・監督に向けた取組の強化を

図る等、個人情報及び特定個人情報の取扱いに係る各種取組を拡充する。 

◇ 地方公共団体に対し、個人情報及び特定個人情報の紛失・漏えい事故が発生

した想定で初動対応訓練を実施 

◇ 個人データの取扱いの多様化等に伴うリスクに適切に対応するため、諸外

国のデータ保護機関における執行事例を分析 

◇ 個人データの第三者提供を行う事業者等における個人情報の取扱いに関す

る実態把握 

◇ 漏えい等事案の報告について、セキュリティ専門機関も活用し適切に対応 

◇ 監視・監督システムによる情報提供ネットワークシステムの監視を適切に

実施し、特定個人情報の不適切利用の早期発見と抑止を図る 

                                    等 

 

 

３．国際連携の強力な推進             207 百万円（23 百万円減）  

   個人情報を含むデータが安全・円滑に越境移転できる国際環境を構築するため、

米国・欧州及び ASEAN 等の各国・地域の関係機関等との協議等を通じた DFFT（信

頼性のある自由なデータ流通）の推進を図る。 

      さらに、関係各国及び地域のデータ保護機関との国境を越えた執行協力体制の

強化に取り組むとともに、最新の国際動向の把握と情報発信に努める。 

◇ 関係各国及び地域が越境移転スキームに新たに参加する上での課題の明確

化のための調査並びに課題を踏まえたアウトリーチ活動の実施 

◇ 越境移転のための企業認証取得の利点及び取得を阻むボトルネックの明確

化のための調査並びに企業認証制度への国内企業の参加促進のための普及

啓発活動の実施 

◇ 国際機関等への参画を通じた関係各国及び地域との協力関係の構築及び強

化 

                                    等 

 

 

 

 

 



４ 

 

４．デジタル社会における個人情報リテラシーを高めるための広報・啓発 

 147 百万円（0百万円増） 

   デジタル社会において個人情報等が適正に取り扱われるよう、監視・監督活

動や相談対応等を通じて把握した課題について、民間部門、公的部門双方の個

人情報保護制度に関する司令塔として情報発信を行う。 

   また、消費者・生活者を始めとして、広く国民を対象に、個人情報リテラシ

ーを高めるための広報・啓発活動を公式 SNS 等により積極的に展開する。 

◇ 行政機関、地方自治体、民間事業者や関係団体とも緊密に連携し、法制度の

意義や個人情報の取扱いについて、各主体の研修機会での情報提供や解説動

画の配信等、多様な媒体を用いた周知啓発 

◇ こども向け広報に関する効果の検証及び更なる充実に向けた検討 

                                    等 

 

 

５．個人情報保護委員会の運営等         2,679 百万円（527 百万円減）  

   個人情報保護委員会の運営に必要な人件費・事務運営経費 

◇ 「個人情報保護政策に関する懇談会」を開催し、広く各界の有識者やステー

クホルダーとの意見交換を通じた相互理解の促進及び国内外における個人

情報等の保護・利活用や関連技術の動向等の把握 

                                   等 

  



５ 

 

Ⅱ 機構定員の概要 
 

デジタル技術の飛躍的な進展等の新たな課題に適切に対応するとともに、個

人情報及び特定個人情報の適正な取扱いに係る取組を強化するため、以下の体

制整備を実施する。 

◇ 技術的観点から個人情報保護政策の企画立案を戦略的に推進するための体

制構築 

◇ 監視・監督活動における高度な情報収集能力及び迅速な権限行使のための

体制構築 

 

定員  

   新規増員により必要な体制整備を実施 

   （令和７年度末定員 237 名 → 令和８年度末定員 242 名） 

 

 


